
業務及び財産の状況に関する説明書 

【2026 年３月期】 

この説明書は、金融商品取引法第 46条の４の規定に基づき、作成

したものです。 

日 本 相 互 証 券 株 式 会 社 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項  

 

１．商 号         日本相互証券株式会社 

                 （英文表記：Japan Bond Trading Co., Ltd.） 

 

２．登 録 年 月 日         2007 年９月 30日 

及び登録番号         （関東財務局長（金商）第 136号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

 

（１）会社の沿革 

年 月 沿 革 

1973年 

 

1983年 

1985年 

1986年 

 

1987年 

 

1989年 

1993年 

1994年 

1996年 

1997年 

 

1998年 

 

1999年 

2000年 

 

 

2001年 

 

 

2002年 

2005年 

2007年 

2012年 

2018年 

2026年 

７月 

９月 

12月 

６月 

６月 

８月 

４月 

８月 

６月 

７月 

４月 

10月 

１月 

４月 

12月 

 

12月 

６月 

 

９月 

１月 

２月 

４月 

７月 

４月 

９月 

４月 

５月 

７月 

日本相互証券株式会社設立、資本金 5,600 万円 

営業開始 

資本金１億 4,000 万円に増資 

ディーリング認可金融機関と取引開始 

スクリーントレーディングシステム導入 

金融機関に第三者割当増資、資本金 18億 9,000万円 

月間売買高 243兆 7,575億円を記録 

国債決済の５・10日（ごとおび）決済開始 

タッチパネル方式のトレーディングシステム導入 

日本銀行と当座取引開始 

国債 DVP 決済開始 

国債決済、ローリング決済に移行、当初は T＋７ 

クライアント・サーバ方式のワークステーション導入 

国債決済、T＋３に移行 

証券取引法改正 証券業登録 

BB国債価格（引値）公表開始 

e-ibis 運用開始 

BB Super Trade 運用開始 

株式私設取引システム（PTS）運営業務認可取得 

株式 PTS 運営業務開始 

国債決済、即時グロス決済（RTGS）方式に移行 

債券業務について PTS運営業務変更認可取得 

国債取引システムについてユーザー入力開始 

株式 PTS 運営業務終了 

BIS(Bond Information Service)提供開始 

金融商品取引業登録 

国債決済、T＋２に移行 

国債決済、T＋１に移行 

新トレーディングシステム稼動 

 



　
事業企画部
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４．大株主の状況 

（2026年３月 31日現在） 

株主の氏名又は名称 所有株式数(株) 議決権比率（%） 

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 243,000 17.40 

株 式 会 社 大 和 証 券 グ ル ー プ 本 社 189,300 13.56 

み ず ほ 証 券 株 式 会 社 128,000 9.16 

野 村 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 79,701 5.70 

野 村 プ ロ パ テ ィ ー ズ 株 式 会 社 67,500 4.83 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 58,000 4.15 

株 式 会 社 野 村 総 合 研 究 所 41,500 2.97 

岩 井 コ ス モ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 40,000 2.86 

株 式 会 社 岡 三 証 券 グ ル ー プ 40,000 2.86 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 33,900 2.42 

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 33,900 2.42 

５．役員の氏名又は名称 

（2026年６月 30日現在） 

氏名 担当及び重要な兼職の状況 

中 川 雅 久

牛 島 真 丞

表 野 谷 勝 生
江 崎 智 太 郎
市 岡 達 男

西 野 亘

岩 﨑 正 裕

髙 橋 典 孝

橘 川 貴 士

菅 原 真 樹

風 岡 智 之

坂 田 龍 太 郎
福 間 通 夫

田 下 誠 敏

代表取締役会長

代表取締役社長

専務取締役

常務取締役

取締役

取締役（非常勤）

取締役（非常勤）

取締役（非常勤）

取締役（非常勤）

取締役（非常勤）

取締役（非常勤

常勤監査役

監査役（非常勤）

監査役（非常勤）

事業企画担当

マーケット担当

リスク・コンプライアンス担当

野村證券株式会社 マクロ・トレーディング部長

大和証券株式会社 執行役員金融市場担当兼グローバル・

マーケッツ戦略企画副担当

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 執行役員

フィクストインカム・エクイティグループ長

みずほ証券株式会社 金融市場部部長

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 円金利市場部長

みずほ信託銀行株式会社 資金証券部部長

東海東京証券株式会社 債券部グループリーダー

岡三証券株式会社 金融商品部長

（注）１．取締役のうち西野亘、岩﨑正裕、髙橋典孝、橘川貴士、菅原真樹及び風岡智之の

各氏は、社外取締役であります。 

２. 監査役福間通夫及び田下誠敏の両氏は、社外監査役であります。
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６．金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する使

用人の氏名 

（2026年６月 30日現在） 

氏 名 役 職 名 

大久保 喬 リスク管理部長兼コンプライアンス部長 

 

７．業務の種別 

 

（１）金融商品取引法第 28条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 

有価証券の売買及びその媒介（金融商品取引法第２条第８項第１号･第２号） 

（２）金融商品取引法第 28条第１項第４号に掲げる行為に係る業務 

金融商品取引業者及び有価証券関連業の登録を受けた金融機関等を相手方とする

債券取引に係る私設取引システム（ＰＴＳ）運営業務（金融商品取引法第２条第８

項第 10 号） 

(注)当社は、金融商品取引業に付随する業務（金融商品取引法第 35 条第１項規定業務）として、

債券価格情報等の提供を行っております。 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

 

本店 東京都千代田区外神田一丁目 18番 13号 

 

９．他に行っている事業の種類 

 

他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの作成又は販売を行う業務及び

計算受託業務（金融商品取引法第 35条第２項第７号） 

 

10.手続実施基本契約を締結する指定紛争解決機関 

    

  特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ） 

 

11.加入する金融商品取引業協会 

   

   日本証券業協会 

 

 

12．加入している金融商品取引所 

 

会員等として加入している金融商品取引所はありません。 

 

 

13．加入している投資者保護基金 

 

当社は、有価証券関連業を第一種金融商品取引業として行っており、日本投資者保

護基金に加入しております。 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項  

 

１．当事業年度の業務の概要 

 

（１）事業の経過及び成果 

当期の我が国経済は、米国トランプ関税による混乱から一時的に下押し圧力が強ま

りましたが、賃金や雇用環境改善は継続し回復傾向となりました。また、政府の積極

的な財政政策を背景とした経済成長期待もあり、２月には日経平均株価が史上最高値

となる５万 8,850 円 27 銭(終値)を記録しました。しかし年度末にかけては中東情勢

の緊迫化により世界的に物価や景気の先行き不透明感が強まりました。 

国内債券市場については、新発 10 年国債利回りは 1.505％で取引が始まりました。

トランプ関税による株安・債券高の流れから４月に一時 1.105％まで低下しましたが、

７月には当該関税について日米間で合意がなされ、また、安定的な物価上昇を背景と

した日銀の利上げ姿勢が継続するなかで、国債利回りは上昇傾向となりました。10

月に誕生した高市政権による積極的な財政政策への思惑から債券相場は引き続き売

り優勢となるなか、12 月末の日銀金融政策決定会合で政策金利が 0.75％へ引き上げ

られると新発 10 年国債利回りは２％台に乗せました。２月末の中東での軍事衝突に

よりエネルギー価格が高騰したことで世界的なインフレ圧力が強まると、全年限で利

回り上昇が進み、新発 10年国債利回りは３月に2.390％と約27年ぶりの安値を付け、

最終的に 2.345％で当期の取引を終えました。日銀の利上げなどによる利回り水準の

上昇により、投資家のアクティビティは前年度同様に活発で、債券業者間市場の取引

も高水準となりました。当社における債券売買高は全体で 312兆 5,402億円（前期比

7.5％増）となり、そのうち利付国債の売買高は 292兆 6,212億円（同 6.5％増）とな

りました。 

当期の業績については、受入手数料は債券売買高の増加により前期比 8.5％増加し、

情報・システムサービス料は、価格改定の影響により、同 5.6％増加しました。一方、

営業費用は、不動産関係費の増加等により、同 5.8％の上昇となりました。以上によ

り、当期の営業収益は 44億 82百万円（前期比 7.5％増）、営業利益は６億 93百万円

（同 17.9％増）、経常利益は 11 億４百万円（同 19.0％増）となり、最終損益は９億

99百万円の当期純利益（同 6.8％増）となりました。 

 
（２）設備投資 

当期に実施しました設備投資の総額は 22 億８百万円であり、その主なものは、次期

システムの開発によるものです。 

 

（３）資金調達 

特記すべき重要な事実はありません。 

 

（４）対処すべき課題 

金利のある世界への回帰および日銀の国債買入の減額が進み、転換期を迎えている債

券市場において、円滑な取引の場の提供や金利情報の発信を通じて、市場流動性を支え、

わが国の金融市場の発展に貢献していく所存であります。そのために以下の課題に取り

組みます。 
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① 人的資本の充実、内部管理体制の強化などを通じた健全な経営基盤の整備 

② 2026年 7月リリースの新取引システムの安定稼働 

③ 市場・顧客の求めに応じた取引及び情報システムに関するサービスの整備 

④ コンプライアンスリスク、サイバーリスクへの適切なリスク認識と改善 

 

２．業務の状況を示す指標 

 

（１）経営成績等の推移             

（単位：百万円） 

 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期 

資本金 1,890 1,890 1,890 

発行済株式総数（千株） 1,400 1,400 1,400 

営業収益 3,642 4,168 4,482 

（受入手数料） 2,269 2,721 2,954 

（その他の営業収益）  1,372  1,446 1,527 

経常利益 381 927 1,104 

当期純利益  458 935 999 

 

（２）トレーディング損益その他の自己取引に係る損益の内訳 

当社が行う有価証券の売買は、顧客間の売付けと買付けを対当させるために行うこ

とを目的とし、時価の変動により利益を得るためのトレーディングは行っておりませ

ん。 

 

（３）株券の売買高及びその受託の取扱高 

当該業務は行っておりません。 

 

（４）有価証券の引受高・売出高及び募集、売出し又は私募の取扱高 

当該業務は行っておりません。 

 

（５）その他業務の状況 

当該業務は行っておりません。 
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（６）自己資本規制比率の状況 

（単位：百万円） 

 2024年 

３月期 

2025年 

３月期 

2026年 

３月期 

基 本 的 項 目 (A) 49,343 47,438 44,366 

補 完 的 項 目 (B) - - - 

 
その他有価証券評価 

差額金(評価益)等 
- - - 

 
金 融 商 品 取 引 

責 任 準 備 金 等 
- - - 

 一 般 貸 倒 引 当 金 - - - 

 長 期 劣 後 債 務 - - - 

 短 期 劣 後 債 務 - - - 

控 除 資 産 (C) 2,695 3,331 5,508 

固定化されていない自己資本 (A)＋(B)－(C)    (D) 46,648 44,106 38,858 

リ ス ク 相 当 額 (E) 1,989 3,508 3,245 

 市場リスク相当額 1,175 2,702 2,358 

 取引先リスク相当額 9 12 12 

 基礎的リスク相当額 803 794 874 

 控除前リスク相当額 1,989 3,508 3,245 

 
暗号資産等による控除額 

（第 17 条関係） 
- - - 

自 己 資 本 規 制 比 率 (D)/(E)×100(%) 2,345.1% 1,257.0% 1,197.1% 

 

（７）使用人及び外務員の総数 

 

 2024年 

３月期 

2025年 

３月期 

2026年 

３月期 

使用人 104人 103人 106人 

外務員 33人 29人 30人 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項  

１．経理の状況 

 

（１）貸借対照表 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

科 目 
前 期 

（2025 年３月 31 日現在） 

当 期 

（2026 年３月 31 日現在） 

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

短 期 差 入 保 証 金 

前 払 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

未 収 収 益 

有 価 証 券 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 附 属 設 備 

器 具 備 品 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

10,106,060 

5,222,561 

500,087 

23,954 

36,388 

43,036 

490,691 

3,789,000 

339 

38,973,492 

485,190 

117,677 

363,205 

4,307 

566,138 

178,309 

387,828 

37,922,164 

37,481,074 

125,683 

79,087 

211,433 

24,884 

 

8,423,005 

3,463,339 

500,000 

33,108 

41,452 

48,309 

549,943 

3,786,560 

291 

37,173,429 

506,600 

111,204 

386,222 

9,173 

2,748,484 

169,009 

2,579,475 

33,918,344 

33,478,984 

134,048 

70,412 

210,393 

24,505 

資 産 合 計 49,079,553 45,596,435 
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（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

科 目 
前 期 

（2025 年３月 31 日現在） 

当 期 

（2026 年３月 31 日現在） 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

預 り 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金 

リ ー ス 債 務 

資 産 除 去 債 務 

 

1,223,273 

15,341 

347,567 

306,664 

1,309 

136,705 

126,000 

289,685 

418,184 

188,828 

135,228 

3,637 

90,489 

 

927,680 

14,373 

77,745 

270,464 

2,912 

72,869 

150,000 

339,315 

302,193 

87,738 

115,838 

7,485 

91,130 

負 債 合 計 1,641,457 1,229,874 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

 

51,345,035 

1,890,000 

1,750,000 

1,750,000 

47,757,450 

340,500 

47,416,950 

45,031,228 

2,385,722 

△52,414 

△3,906,939 

△3,906,939 

 

52,204,724 

1,890,000 

1,750,000 

1,750,000 

48,617,139 

340,500 

48,276,639 

45,031,228 

3,245,411 

△52,414 

△7,838,163 

△7,838,163 

純 資 産 合 計 47,438,096 44,366,561 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 49,079,553 45,596,435 
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（２）損益計算書 

    （単位：千円） 

科 目 

前 期 

（自 2024年４月１日 

至 2025 年３月 31 日） 

当 期 

（自 2025年４月１日 

至 2026 年３月 31 日） 

営 業 収 益 

受 入 手 数 料 

情報・システムサービス料 

営 業 費 用 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 

4,168,434 

2,721,947 

1,446,487 

3,580,876 

3,580,876 

4,482,588 

2,954,870 

1,527,717 

3,789,538 

3,789,538 

営 業 利 益 587,557 693,050 

営 業 外 収 益 

受 取 配 当 金 

受 取 債 券 利 子 

受 取 利 息 

そ の 他 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

そ の 他 

340,000 

120 

332,091 

6,417 

1,370 

229  

126 

103 

411,397 

120 

389,833 

16,648 

4,795 

224  

217 

7 

経 常 利 益 927,328 1,104,222 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

0 

0 

0 

0 

税 引 前 当 期 純 利 益 927,328 1,104,222 

法人税、住民税及び事業税 109,652 103,892 

法 人 税 等 調 整 額 △117,918 1,040 

当 期 純 利 益 935,594 999,289 
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（３）株主資本等変動計算書 

前期 (自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日）                  （単位：千円） 

 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金 

合   計 別途積立金 
繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 1,890,000 1,750,000 340,500 45,031,228 1,603,688 46,975,416 △52,414 50,563,001 

当 期 変 動 額         

剰余金の配当     △153,560 △153,560  △153,560 

  当期純利益     935,594 935,594  935,594 

株 主 資 本 以 外 の 項目 の 

当 期 変 動 額（ 純  額 ） 
      

 
 

当 期 変 動 額 合 計 - - - - 782,033 782,033 - 782,033 

当 期 末 残 高 1,890,000 1,750,000 340,500 45,031,228 2,385,722 47,757,450 △52,414 51,345,035 

 

 評価・換算 
差 額 等 

純資産合計 そ   の   他  

有 価 証 券 
評価差額金 

当 期 首 残 高 △1,219,305 49,343,695 

当 期 変 動 額   

剰余金の配当  △153,560 

  当期純利益  935,594 

株 主 資 本 以 外 の 項目 の 

当 期 変 動 額（ 純  額 ） 
△2,687,633 △2,687,633 

当 期 変 動 額 合 計 △2,687,633 △1,905,599 

当 期 末 残 高 △3,906,939 47,438,096 
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当期 (自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31 日）                  （単位：千円） 

 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金 

合   計 別途積立金 
繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 1,890,000 1,750,000 340,500 45,031,228 2,385,722 47,757,450 △52,414 51,345,035 

当 期 変 動 額         

剰余金の配当     △139,600 △139,600  △139,600 

  当期純利益     999,289 999,289  999,289 

株 主 資 本 以 外 の 項目 の 

当 期 変 動 額（ 純  額 ） 
      

 
 

当 期 変 動 額 合 計 - - - - 859,689 859,689 - 859,689 

当 期 末 残 高 1,890,000 1,750,000 340,500 45,031,228 3,245,411 48,617,139 △52,414 52,204,724 

 

 評価・換算 
差 額 等 

純資産合計 そ   の   他  
有 価 証 券 
評価差額金 

当 期 首 残 高 △3,906,939 47,438,096 

当 期 変 動 額   

剰余金の配当  △139,600 

  当期純利益  999,289 

株 主 資 本 以 外 の 項目 の 

当 期 変 動 額（ 純  額 ） 
△3,931,224 △3,931,224 

当 期 変 動 額 合 計 △3,931,224 △3,071,535 

当 期 末 残 高 △7,838,163 44,366,561 
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（４）個別注記表 

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、｢会社計算規則｣（平成 18

年２月７日法務省令第 13号）のほか、｢金融商品取引業等に関する内閣府令｣（平成 19年８

月６日内閣府令第 52 号）及び｢有価証券関連業経理の統一に関する規則｣（昭和 49 年 11 月

14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

   

〈重要な会計方針に係る事項に関する注記〉 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

① 市場価格のない株式等以外のもの 

  ……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却 

原価は移動平均法により算定）によっております。 

② 市場価格のない株式等……移動平均法による原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産……… 定率法によっております。 
(リース資産を除く) ただし、建物附属設備については、定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準      

によっております。 

無形固定資産……… 定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 
ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込

利用可能期間（５年）による定額法によっております。 

リース資産………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

役員賞与引当金…… 役員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上してお 

ります。 

賞与引当金………… 従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上して

おります。 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社所定の基準に基づく期

末要支給額を計上しております。 

退職給付引当金…… 従業員の退職給付に備えるため、退職一時金及び確定給付年金につ

いて、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。 
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〈収益認識に関する注記〉 

(１)収益の分解 

当社は、債券取引の仲介業務及び情報の提供業務を営んでおり、各サービスの売上高は

2,954,870千円及び 1,527,717千円であります。 

 

(２)収益を理解するための基礎となる情報 

債券取引の仲介業務については売買が成立した時点、情報の提供業務については情報を

配信した時点において履行義務を充足していると判断し、収益を認識しております。 

 

〈貸借対照表に関する注記〉 

１．担保に供している資産 

 （前 期） （当 期） 

有価証券 3,789,000千円 3,786,560千円 

投資有価証券 37,376,685千円 33,374,595千円 

   計 41,165,685千円 37,161,155千円 

上記は、日銀ＲＴＧＳに対応するため日本銀行に対して差入れているもの及び株式会社日

本証券クリアリング機構に対して当初証拠金及び清算基金の代用有価証券として差入れ

ているものの合計であります。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額  

            （前 期）      （当 期） 

638,318千円      722,280千円 

 

 

〈株主資本等変動計算書に関する注記〉 

１．事業年度の末日における発行済株式の数 

          （前 期）       （当 期） 

普通株式           1,400,000株     1,400,000株 

 

２．事業年度の末日における自己株式の数 

 （前 期）       （当 期） 

普通株式             3,999株       3,999株 

 

３．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決 議 株式の種類 
配当金の 

総額(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2025年６月16日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 139,600 100 

2025 年 

３月 31 日 

2025 年 

６月 23 日 
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４．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

 

決 議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 

総額(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2026年６月15日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 利益剰余金 139,600 100 

2026 年 

３月 31 日 

2026 年 

６月 22 日 

 

 

〈税効果会計に関する注記〉 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産                 （前 期）    （当 期） 

その他有価証券評価差額金 1,231,361  千円 2,470,589  千円 

繰越欠損金 530,202  千円 410,068  千円 

減価償却超過額 322,543  千円 196,983  千円 

賞与引当金 88,701  千円 106,952  千円 

退職給付引当金 41,810 千円 36,512 千円 

資産除去債務 28,522 千円 28,724 千円 

役員退職慰労引当金 58,288  千円 27,655  千円 

賞与引当金繰入に係る未払社会保険料 13,990  千円 11,137  千円 

未払事業税 12,520  千円 9,822  千円 

その他 4,785  千円 5,944  千円 

繰延税金資産 小計 2,332,727  千円 3,304,389  千円 

評価性引当額 △2,096,953  千円  △3,070,510  千円 

繰延税金資産 合計 235,774  千円 233,878  千円 

     

 

 

繰延税金負債 （前 期）    （当 期） 

資産除去債務に対応する除去費用 △24,340 千円 △23,485 千円 

繰延税金負債 合計 △24,340 千円 △23,485 千円 

繰延税金資産純額 211,433 千円 210,393 千円 
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〈金融商品に関する注記〉 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に関する取組方針 

当社は、新規の資金運用は短期的な預金等のほかは、日本国債、政府保証債及び地

方債に限定し、また、資金調達は金融商品取引業者又は金融機関からの借入による方

針であります。 

(2) 金融商品の内容とそのリスク並びにリスク管理体制 

預金預入先は、日本銀行のほかは銀行等預金取扱金融機関の預金保険制度の対象と

なる預金に限定しております。 

短期差入保証金は、主に株式会社日本証券クリアリング機構に対する当初証拠金及

び変動証拠金として預託したものであり、株式会社日本証券クリアリング機構に対し

て取引先リスクは想定しておりません。 

有価証券及び投資有価証券は主に国債等債券決済資金の担保として日本銀行及び株

式会社日本証券クリアリング機構に差入れるために保有している債券であります。ま

た、非上場株式は、当社が我が国の債券決済制度に参加するために保有しているもの

であります。有価証券及び投資有価証券に含まれる債券は、市場価格の変動リスクに

晒されていますが、日々時価額を把握しているほか、日々の自己資本規制比率の算出

において市場リスク相当額を算出して管理しております。 

長期差入保証金は、オフィスの敷金等であります。 

資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）につ

いては、流動性リスクストレステスト及びこれに基づく用途別資金配分などの、流動

性リスク管理体制の下、必要資金を維持・管理しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2026年３月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式は、次表には含まれておりません。ま

た、現金は注記を省略しており、預金、短期差入保証金は短期間で決済されるため時価

が帳簿価格に近似することから、注記を省略しております。 

                     (単位:千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）有価証券 

  及び投資有価証券 

その他有価証券－債券 

（２）長期差入保証金 

 

37,161,155 

 

134,048 

 

37,161,155 

 

45,744 

 

- 

 

△88,303 

資産計 37,295,203 37,206,899 △88,303 

 

 

(注１) 有価証券に関する事項 

 (１)有価証券及び投資有価証券 

すべての有価証券及び投資有価証券は、その他有価証券として保有しており、これに

関する種類ごとの、取得原価又は償却原価と貸借対照表計上額との差額は以下のとおり

であります。 
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(単位:千円) 

 種類 取得原価又は償却原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が取

得原価又は償却原価を

超えないもの 

国 債・ 

地方債 
44,999,318 37,161,155 △7,838,163 

合計 44,999,318 37,161,155 △7,838,163 

 

(注２) 市場価格のない株式等は次のとおりであります。 

 

 (単位:千円) 

区分 貸借対照表計上額 

その他有価証券－非上場株式 104,389 

 

投資有価証券のうちの株式は、当社が我が国の債券決済制度に参加するために保有して

いるものであり、金融商品の時価情報の「(１)有価証券及び投資有価証券」には含まれて

おりません。 

 

(注３) 金銭債権及び償還期日が定められている金融商品の事業年度末日後の償還予定額 

      (単位:千円) 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超 10年以内 10年超 

有価証券及び 

投資有価証券 
3,800,000 9,650,000 4,500,000 27,150,000 

合 計 3,800,000 9,650,000 4,500,000 27,150,000 

 

 

３．金融商品の時価レベルごとの内訳等に関する事項 

   金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。 

   レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価 

   レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット 

を用いて算定した時価 

   レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

   時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ 

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル 

に時価を分類しております。 
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(１) 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

(単位:千円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券 

その他有価証券 

国債・地方債 

 

 

35,526,165 

 

 

1,634,990 

 

 

- 

 

 

37,161,155 

資産計 35,526,165 1,634,990 - 37,161,155 

 

（２) 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

(単位:千円) 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期差入保証金 - 45,744 - 45,744 

資産計 - 45,744 - 45,744 

 

 (注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

有価証券及び投資有価証券 

有価証券及び投資有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用で 

きるものはレベル１の時価に分類しております。国債がこれに含まれております。 

公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分 

類しております。地方債がこれに含まれております。 

 

長期差入保証金 

長期差入保証金については、対応する期間の国債利回りで割り引いた現在価値により算 

定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

〈資産除去債務に関する注記〉 

資産除去債務のうち貸借対照表上に計上しているもの 

１. 当該資産除去債務の概要 

本店等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。 

 

２. 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から 29 年～33 年と見積り、割引率は 0.655％～0.720％を使用し

て資産除去債務の金額を計算しております。 
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３. 当該資産除去債務の総額の増減 

 （前 期） （当 期） 

期首残高 89,853 千円 90,489 千円 

時の経過による調整額 636 千円 641 千円 

期末残高 90,489 千円 91,130 千円 

 

〈１株当たり情報に関する注記〉 

 （前 期） （当 期） 

１.１株当たりの純資産額 33,981円 41銭 31,781 円 18銭 

２.１株当たりの当期純利益 670円 19銭 715円 82銭 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

借入金はありません。 

 

３．保有有価証券の状況 

保有有価証券（「その他有価証券」のみを保有）で時価のあるもの 

        （単位：千円） 

 前 期 

（2025 年３月 31 日現在） 

当 期 

（2026 年３月 31 日現在） 

種 類 
取得原価又

は償却原価 

時価（貸借対

照表計上額） 
評価損益 

取得原価又は

償却原価 

時価（貸借対

照表計上額） 
評価損益 

流動資産に属するもの 

 債 券 3,800,703 3,789,000 △11,703 3,823,766 3,786,560 △37,206 

固定資産に属するもの 

 債 券 41,271,920 37,376,685 △3,895,235 41,175,552 33,374,595 △7,800,957 

合 計 45,072,624 41,165,685 △3,906,939 44,999,318 37,161,155 △7,838,163 

 

時価評価されていない有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

（単位：千円） 

 前 期 

（2025 年３月 31 日現在） 

当 期 

（2026 年３月 31 日現在） 

種 類 貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

その他有価証券 104,389 104,389 

 流動資産に

属するもの 

 
- - 

固定資産に

属するもの 
株式（非上場株式） 104,389 104,389 
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４．デリバティブ取引(トレーディングに係るもの以外)の状況 

該当事項はありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人による監査の有無 

当社は、会社法第 436条第２項第１号の規定に基づき、計算書類（貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について、有限責任あずさ

監査法人の監査を受けております。 
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Ⅳ．管理の状況に関する事項  

 
１．内部管理の状況の概要 

 

（１）業務の適正を確保するための体制（内部統制システム） 

 

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、会社の業務の適正を確保

するための体制を整備します。 

 

① 取締役・執行役員・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制 

 （ⅰ）企業倫理 

・役職員が倫理観を保持して法令及び定款に適合する業務運営を行うために、倫理コー

ドを定めます。 

 

（ⅱ）コンプライアンス 

・コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして認識し、コンプライアンスを統括

する部門を設置します。 

・コンプライアンス体制を有効に機能させることを目的として、コンプライアンス・プ

ログラムを年次で策定し、コンプライアンスに関する施策を実施します。 

・コンプライアンス研修を実施し、法令、定款及び社内規則等の遵守に対する役職員の

意識の向上を図ります。 

・反社会的勢力との関係を遮断するため、反社会的勢力対応基本方針等を定め、全社的

な対応を行います。 

・社長を委員長とする内部統制委員会を定期的に開催し、コンプライアンス体制の企画・

推進の状況について審議・報告を行います。また、その内容について取締役会に報告

します。 

 

（ⅲ）内部通報 

・法令に準拠し内部通報に関する規程を制定します。 

・内部通報の窓口を社内と外部に設置します。外部窓口は日本証券業協会の内部通報支

援センターに設置し、その適正な運用を図ります 

・通報者の秘匿性の確保と、通報したことによる不利益となる取り扱いの防止を図りま

す。 

 

（Ⅳ）内部監査 

・業務執行部門から独立した内部監査部門を設置し、法令及び定款等を遵守して業務運

営が行われているか定期的に監査を実施します。 

・社長を委員長とする内部監査委員会を定期的に開催し、内部監査部門は、内部監査に

関する状況について報告します。また、内部監査部門は、その内容について取締役会

及び監査役会に報告します。 
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（運用状況の概要） 

コンプライアンスに関する社内研修等を通じて全社的な実効性向上を図ることに加

えて、内部統制委員会を定期的に開催し、コンプライアンス関連事項の審議及び報告を

行っています。また、内部監査委員会を定期的に開催し、内部管理態勢の強化、充実に

努めております。 

 

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

（ⅰ）リスクの顕在化・再発の防止 

・リスク管理を統括する部門を設置し、管理すべきリスク毎に主管部署を定め、全社的

なリスク管理体制を確立するとともに、年次でリスク管理計画を定め、リスクを適切

に評価し、コントロールするための活動を行います。 

・損失の危険の顕在化を未然に防止し、又は再発を防止する観点から、リスク管理規程

を制定します。 

・リスク管理規程は、当社のリスク管理方針及び管理すべき各種リスクを明確にし、そ

れらのリスクを適切に管理するための基本的事項を定め、業務運営に伴う損失の危険

を回避し、併せて財務の健全性を確保します。 

・社長を委員長とする内部統制委員会を定期的に開催し、各種リスクの管理体制の企画・

推進の状況について審議・報告を行います。また、その内容について取締役会に報告

します。 

 

（ⅱ）業務の継続に重大な影響を及ぼす事態への対応 

・業務の継続に重大な影響を及ぼす事態の発生時において、当社が優先的に継続すべき

業務及び対処方針を明確にし、それらを適切に遂行するための基本的事項を定めたＢ

ＣＰ基本規程を制定します。 

・経営企画部門が事業継続管理を統括し、年次で事業継続管理の計画を定め、事業継続

体制を維持・確立するための活動を継続します。 

・社長を委員長とするＢＣＰ委員会を定期的に開催し、事業継続体制の企画・推進の状

況について審議・報告を行います。また、その内容について取締役会に報告します。 

・危機発生時には、社長を委員長とする対策本部等を設置し、社内外への適切な情報伝

達を含め、適切かつ迅速に対処します。 

  （運用状況の概要） 

リスク管理、情報セキュリティ及びＢＣＰに関する社内研修、訓練等を行い、全社的

な実効性向上を図ることに加えて、内部統制委員会及びＢＣＰ委員会を定期的に開催し、

両委員会が管轄する事項について審議及び報告を行い、適切な管理、態勢の強化に努め

ております。 

 

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・取締役会を原則毎月１回開催し、経営上の重要事項についての審議、決定又は報告を

受けます。 

・執行役員制度を導入し、執行役員が業務執行を担うことにより、取締役の業務執行の

効率化を図ります。 

・常勤取締役及び執行役員を主な構成員とする経営会議を設置し、業務執行上の重要課
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題についての審議、決定及び報告を行います。 

・業務分掌規程を制定し、業務運営の基本組織及び職務権限と意思決定のルールを明確

にして、全社的な業務の効率化・合理化を行います。 

  （運用状況の概要） 

常勤の取締役及び執行役員で構成される経営会議並びに業務執行会議を定期的に開

催し、業務執行に関する審議及び報告を実施しております。 

 

④ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・取締役の職務の執行に関する情報（取締役会の議事録等）については、文書管理規程

等に則って保存及び管理を行います。 

・取締役及び監査役は、保存されているすべての情報を閲覧することができます。 

  （運用状況の概要） 

文書管理規程等に基づいて適正に情報が管理されていることを確認しております。 

 

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・当社には親会社及び子会社はないため、企業集団における業務の適正を確保するため

の体制はありません。 

 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項 

・監査役が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役の意見をふ

まえ補助使用人を設置します。 

（運用状況の概要） 

補助使用人は設置していません。 

 

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性及び同使用人に対する監査役の指示の実効性の確保

に関する事項 

・補助使用人の独立性を確保するため、人事異動や人事評価等については、監査役の同

意を得た上で決定します。 

（運用状況の概要） 

補助使用人は設置していないため、補助使用人の取締役からの独立性及び補助使用人

に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項の定めはありません。 

 

⑧ 取締役及び使用人の監査役への報告に関する体制 

・監査役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、法令及び定款等に違反する

おそれのある重大な事実、主要な会議に付議された事項、コンプライアンス・リスク

管理・ＢＣＰ・監査に関する事項及び稟議事項等について、取締役及び主要な職員か

ら報告を受けます。 

  （運用状況の概要） 

関連規程等に基づいて監査役に対する各種の報告を適正に実施しております。 

 

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
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確保するための体制 

・倫理コード及び内部通報制度により、違法又は不正と思われる行為を不当な目的を持

たずして報告した役職員に対し、そのことを理由として不利益となるいかなる取扱い

もしてはならない旨を定めています。 

 （運用状況の概要） 

倫理コード等に基づいた適正な運用がなされていることを確認しております。 

 

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針に関する事項 

・監査役は、職務の執行に必要な費用について当社に請求することができ、当社は速や

かに当該請求を処理します。 

  （運用状況の概要） 

監査役の職務執行に係る費用が適正に処理されていることを確認しております。 

 

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・監査役は、監査の実効性を確保するために役職員と定期的に会合を開催します。 

・監査役は、役職員を監査役会に出席させ報告を求めることができます。 

・監査役は、会計監査人及び内部監査部門並びにコンプライアンス部門並びにリスク管

理部門と定期的に意見交換を行い、相互に連携を図ります。 

・監査役は、取締役会のほか常勤役員で構成する経営全般の意思決定機関である経営会

議、業務執行に係る各会議体に出席し、役職員の職務の執行の法令及び定款への適合

状況を確認できる体制としています。 

  （運用状況の概要） 

監査役と会計監査人及び各部門との連携が適正に行われていることを確認しており

ます。 

 

 

（２）顧客からの相談及び苦情に対する具体的な取扱い方法 

   

  ① 取扱方針 

  （ⅰ）当社は、顧客からの苦情等の取扱いに当たっては、金融ＡＤＲ制度も踏まえつつ、

関係部署が連携して、その事実と責任を明確にし、顧客の立場を尊重し、迅速、誠実、

公平かつ適切にその解決を図るものとし、金融商品取引業等に関する内閣府令第 119

条第 1項第 1号から第 8号までに掲げる場合等にあっては、これらを尊重するものと

します。 

  （ⅱ）当社は、顧客からの意見等を真摯に受け止め、情報の共有化を図り、業務運営の改

善に役立てるものとします。 

  （ⅲ）当社は、顧客から預かった個人情報は適切に管理するものとします。 

  （ⅳ）当社は、反社会的勢力による苦情等を装った不当な介入に対しては、毅然とした対

応をとるものとし、必要に応じて警察等関係機関との連携等を適切に行うものとしま

す。 

  （ⅴ）当社は、顧客に対して苦情等の対応の進行に応じて適切な説明を行うことを含め、
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可能な限り顧客の理解と納得を得て解決することを目指すものとします。 

  （ⅵ）当社は、社内での対応により苦情等の解決を図ることができない場合その他適切と

認める場合には、顧客に外部の紛争等解決機関（特定非営利活動法人 証券・金融商

品あっせん相談センター「ＦＩＮＭＡＣ」）を紹介し解決を図るものとします。 

   

② 苦情等の受付 

    苦情等の申し出は、苦情等を申し出ている顧客の担当者等が受け付けるものとします。 

   

③ 苦情等対応の統括 

  （ⅰ）コンプライアンス部長は、苦情等に対する迅速、誠実、公平かつ適切な対応を図る

観点から、顧客からの苦情等に関する対応方針を内部管理統括責任者と協議のうえ決

定し、当該方針にもとづいて、関係部署を指導監督するとともに、苦情等対応の進捗

状況を管理する等、苦情等対応の全般を統括するものとします。 

  （ⅱ）コンプライアンス部長は、対応方針を決定するに当たっては損失補てんの禁止に関

連する法令その他の規則の遵守に留意するものとします。 

   

④ 苦情等の報告及び処理 

（ⅰ）苦情等を受け付けた者は、速やかに苦情等処理責任者である所属長に報告するもの

とします。 

（ⅱ）苦情等処理責任者は、苦情等の報告を受けた場合及び苦情等の発生を認識した場合

は、速やかにコンプライアンス部長に報告するものとします。 

  （ⅲ）コンプライアンス部長は、苦情等について、内部管理統括責任者に報告し苦情等処

理責任者等と協力して苦情等の解決に当たるものとします。 

  （ⅳ）内部管理統括責任者は、苦情等が経営に重大な影響を与えると認められる場合は、

その内容を取締役会等に報告するものとします。 

   

⑤ 社内管理態勢の充実 

当社は、苦情等への対応が金商法その他の法令及び社内規則に基づいて適切に行われ 

ているか否かについて、定期的に内部監査を行うものとします。 

 

２．分別管理の状況 

 
金融商品取引業に係る顧客との取引に関して、顧客から預託を受けた金銭、有価証券等

の資産はありません。 
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Ⅴ．子会社等の状況に関する事項  

 

１．企業集団の構成 

 

該当事項はありません。 

 

２．子会社・関連会社の商号、所在地、資本金、事業内容等 

 

該当事項はありません。 

 


